
横浜市立丸山台小学校いじめ防止基本方針 

                  

平成２５年３月策定 

            （令和６年３月改定） 

 

１ いじめ防止に向けた学校の考え方 

①いじめの定義 

  「いじめとは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等と一定

の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを

通じて行われるものを含む）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じて

いるもの」（いじめ防止対策推進法案第２条） 

 ②いじめを防止するための基本的な理念 

  ◎いじめは、どの集団、どの学校、どの子どもに起こりうる最も身近で深刻な人権侵害という意

識を全職員が持ち、次の未然防止、早期発見・早期対応、適切な対処・措置に努める。 

 

○いじめの未然防止に努める 

   ・子どもたち同士、職員と子どもの豊かな人間関係を確立する。 

   ・子どもたちと地域・保護者にとって魅力ある学校づくりをする。 

   ・子どもたちの自己有用感を醸成する。 

   ・丸山台小学校実践目標「自分が輝く、みんなも輝く」の実現に向け、教育活動を行う。 

  ○早期発見・早期対応 

   ・全職員で、いじめを見逃さないための体制づくりを整える。 

   ・日常から児童、職員、保護者・地域との３者での豊かなかかわりをもつ。 

   ・いじめの未然防止や適切な対応等の職員研修を行う。 

  ○適切な対処・措置 

   ・全職員が、偏見や不公平を許さない共通理解のもと、対応を行う。 

   ・いじめ防止対策委員会を中心とした組織的対応をする。 

   ・いじめ事案に関係した児童の継続的な見守りを行う。３ヶ月間の見守り後、事案の解消・継

続見守り等の確認をする。 

 

２ 「いじめ防止対策委員会」の設置及び組織的な取組 

 ①組織の構成【校長 副校長 教務主任 児童支援専任 養護教諭】 

   必要に応じて本校教職員、警察関係者やＳ.Ｃ、ＳＳＷ等、心理、福祉の専門員の参加を求める。 

 

 ②組織の役割 

   ・未然防止の視点で、規律・学力・自己有用感が得られていない児童を把握する。 

・早期発見の視点で日常の児童の様子を把握し、情報を共有する。 

・いじめの事案が発生した際は、担任や一部の職員で抱え込まず、児童支援専任が中心となり

全職員で組織的に取り組む。いじめの疑いがある段階で直ちに本委員会を開催する。 

   ・重大事態（生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑い。相当の期間学校を欠席すること

を余儀なくされている疑い）が発生した場合は中核となり調査を行う。 



３ いじめ防止に向けた取り組みの年間計画 

   ４月       ・職員研修でいじめ防止基本方針を共有  

・学年懇談会、学校ＨＰ、地域の会議等で方針を発信 

         ・授業参観や懇談会等で、保護者と児童の実態を共有 

    ５月    ・「いじめ早期発見のための生活アンケート」実施 

（記名式アンケート・教育相談） 

６月    ・第１回ＹＰアセスメントシートを実施、分析し、学級集団と児童の実態を把握 

・学校運営協議会、学家地連、「『まち』とともに歩む学校づくり懇話会」にて意

見交換、基本方針説明 

   ７月～８月 ・「横浜子ども会議」の取り組みを通じ、誰もが、安心・安全に過ごせる学校づ

くりを、児童が主体となり考えていく。 

   ９月    ・状況に応じて個人面談等で保護者に状況や対応を発信する。 

   １０月   ・第２回ＹＰアセスメントシートを実施し分析、第１回との比較を行いながら、

学級集団と児童の実態を把握 

   １１月   ・「いじめ解決一斉キャンペーン」全市一斉実施 

          （無記名式アンケート・教育相談） 

          状況に応じて個人面談等で保護者に状況や対応を発信する 

   １２月   ・人権週間の取組の一つとして、人権尊重の意識を高める学習を行う。 

          「横浜子ども会議」の取組宣言とも関連させ、成果を子ども自身の言葉で発信

する。 

   １月    ・児童、保護者・地域、職員による学校評価実施 

 「丸小をみつめて」「にこにこアンケート」 

   ２月    ・「『まち』とともに歩む学校づくり懇話会」にて、今年度の取組報告、意見交換 

          学校運営協議会にて、今年度の取組報告、意見交換 

 

※通年「いじめ防止対策校内委員会」を月末に開催 

 

４ いじめの未然防止、早期発見・事案対処のための取組 

①いじめ未然防止への取組 

   ・やさしい声かけができる人間関係づくりを心がける。（例：クローバー通信） 

   ・互いを認め合える受容的な学級づくりを心がける。 

   ・子どもの発想や考えが安心して表現できる授業づくりを行う。 

   ・子どもが主体となって取り組む活動を進める。（例：ふわふわフラワー等） 

   ・ＹＰアセスメントシートを活用した児童の実態把握と「子どもの社会的スキル横浜プログ

ラム」を活用する。 

 

 ②いじめの早期発見 

   ・いじめは、どのクラスにもどの子にも起こりうるものであるという理解のもと、全職員は、

いじめを見逃さない豊かな人間性と高い人権感覚をもつ。 

   ・全教職員で児童を見守り、情報を専任に集約し、学年研や職員会議で、児童の実態、問題行

動等の情報を共有する。 



   ・定期的にアンケートをとる。 

（ＹＰアセスメントシート いじめ早期発見のための生活アンケート  

いじめ解決一斉キャンペーン無記名式アンケート） 

   ・Ｓ．Ｃとの連携を図りながら、児童や保護者が相談しやすい教育相談の体制を整備する。 

   ・キッズクラブ、学童クラブとの連携を図り、情報の共有をする。 

 

 ③いじめに対する措置 

   ・全職員が事案とその対応について共通理解し、組織的に取り組む。 

・速やかに事案について対応するとともに、再発防止を図る。 

   ・当該児童の安全確保、当該児童・保護者への支援、関係児童・保護者への指導・支援を行う。 

   ・事案の性質、状況により、警察署等関係機関・専門機関との連携を進める。 

 

 ④いじめの解消 

  ＜いじめ解消の要件＞少なくとも次の２つの要件が満たされている必要がある。 

   ①いじめの行為が少なくとも３か月（目安）止んでいること 

   ②いじめを受けた児童が心身の苦痛を感じていないこと 

  ◎解消に向けての指導・支援 

   ・いじめ防止対策校内委員会で判断・決定した解消に向けた対応を、全職員で共通理解する。 

   ・事案に関係した児童の言動や人間関係を、複数の職員で継続して観察し、被害児童の安全・

安心な学校生活を確保するとともに心のケアに努める。 

   ・関係児童に対し、他者を思いやる心の育成や規範意識を高める指導を、継続して行う。いじ

めの再発につながると思われる言動があった場合は、速やかに適切な指導を行う。 

   ・事案に関係した児童への継続的な聞き取りで状況把握を行い、必要に応じ保護者へ状況報

告を行う。 

   ・日々の学級経営をはじめ、道徳科の学習や学級活動なども活用し、いじめが起きにくい、い

じめを許さない集団づくりに向けた指導を行う。 

 

 ⑤研修 

   ・共有された情報をもととした児童理解研修を推進する。 

   ・いじめ防止、対応に向けた校内研修を充実させる。 

   ・「子どもの社会的スキル横浜プログラム」を活用し、よりよい自分作りと集団作りを進める。 

 

 ⑥地域連携 

・「『まち』とともに歩む学校づくり懇話会」や「学校運営協議会」、「中学校区学校・家庭・地

域連携事業」での発信 

   ・定期開催される懇話会、事業運営会にて意見交換、地域での子どもたちの情報交換を行う。 

   ・中学校ブロック（本校：丸山台中ブロック１中３小）の小中で児童・生徒の実態、情報を共

有する。中学校ブロック内の問題事案について連携を取りながら対応する。 

 

 

 



５ 重大事態への対処 

【重大事態の定義】 

いじめ防止対策推進法 28条第１項においては、いじめの重大事態の定義は「いじめにより当該

学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき」（同

項第１号）、「いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間（年間３０日を目安とする）学

校を欠席することを余儀なくされている疑いがあると認めるとき」（同項第２号）とされている。 

【発生の報告】 

・学校は、重大事態が発生した場合（疑いを含む）は、直ちに教育委員会に報告する。 

・いじめを受けた児童及び保護者への適切な情報提供を行う。 

・いじめを行った児童及び保護者への説明を行う。 

 

６ いじめ防止対策の点検・見直し 

 学校は、いじめに対応する組織体制や対応の流れについて、12 月に点検を行い、必要に応じて

組織や取組等の見直しを行う。（PDCAサイクル） 

 

７ その他 

  ・必要があると認められるときには、学校基本方針を改定する。 

  ・丸山台小学校いじめ防止基本方針については、本校ホームページに掲載する。 

 

参考資料 横浜市いじめ防止基本方針（平成 29年 10月改定） 

     いじめの防止等のための基本的な方針（文部科学省 平成 29年 3月 14日改定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


